
　議案第 １１ 号　　

令 和 ５ 年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 令和５年度上越市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　接続世帯数 戸

（２） 　年間総処理水量 ｍ
3

（３） 　一日平均処理水量 ｍ
3

（４） 　主要な建設改良事業

　　イ.管渠建設改良費 千円

　　ロ.処理場建設改良費 千円

　　ハ.災害復旧費 千円

　　ニ.有形固定資産購入費 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中企業

債利息９６７，４６４千円の財源に充てるため、企業債４８０，９００千円を借り入れ

る。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

整額１０５，９９２千円、当年度利益剰余金処分額１４９，３９９千円で補填するものと

する。）。

５９，１２６

１５，８５９，７０１

４３，４５１

３，３５８

２，０１６，２６６

１，２４２，３２１

１４９，４２５

下水道事業収益 ９，３６６，１２０

特 別 利 益

営 業 外 費 用

下水道事業費用

４，０３２，３１９

１７

９，１０６，７２５

営 業 収 益

営 業 外 収 益 ５，３３３，７８４

営 業 費 用 ８，０５０，１３１

１，０５１，５９４

金２，１１３，７７３千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

額に対し不足する額２，３６９，１６４千円は、当年度分損益勘定留保資

予 備 費 ５，０００
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第 1款

第 1項

第 2項

第 3項

第 4項

第 1款

第 1項

第 2項

第 3項

第 4項

収

業
入

事
収

道
的

水
本

下
資

費

支

業
出

良

事
支

改

道
的

設

水
本

建

下
資

企   業   債

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

負 担 金 等

固 定 資 産 購 入 費

企 業 債 償 還 金

そ の他 資本 的 支 出

入

9,647,210千 円

4,865,410千 円

3,180,055千 円

1,442,376千 円

159,369千 円

出

12,016,374千 円

3,581,250千 円

3,358千 円

8,378,938千 円

52,828千 円

(債務負担行為 )

第 5条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお りと定める。

(企業債 )

第 6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお りと定める。

起債の目的 下水道事業

限 度 額  5, 346, 310千 円

起債の方法 証書借入  (借入時期は令和 5年度中とする。ただ し、工事の進捗状

況等により起債額の一部を翌年度に繰 り延べて借 り入れることができ

る。 )

利   率 年 5.0%以 内  (ただし、利率見直 し方式で借 り入れる政府資金

等について、利率の見直 しを行つた後においては、当該見直 し後の利

率)

一-566-

事 項 期   間 限 度 額

下水道センター機能高度化事業
令和5年度から
令和6年度まで

417,248千 円

柿崎浄化センター運転管理費
令和5年度から

令和7年度まで
167,992千 円

中郷浄化センター運転管理費
令和5年度から

令和7年度まで
50,424千 円

名立浄化セン痺―運転管理費
令和5年度から
令和7年度まで

47,006千 円

公共下水道雨水整備事業
(春 日新田東排水区JF水ポンプ)

令和5年度から

令和6年度まで
199,986千 円



償還の方法 政府資金についてはその融資条件により、その他の資金については融

資先と協議 して定める。ただ し、財政状況その他の都合により、据置

期間及び償還期限を短縮 し、若 しくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。

(一時借入金 )

第 7条 一時借入金の限度額は、 9, 000, 000千 円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 8条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお りと定める。

(1) 各項に計上 した予定額に過不足を生 じた場合における同一款内で、これ らの経費

の各項間の流用

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費 )

第 9条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用 し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場―合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職 員 給 与 費          306,914千 円

(利益剰余金の処分)

第10条 当年度利益剰余金のうち 149, 399千 円は、資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額の補填に処分するものとする。

(他会計からの補助金 )

第11条 下水道事業会計助成のため一般会計か らこの会計へ補助 を受 ける金額 は、

2, 161, 211千 円である。

令和 5年 3月 1日 提出

上越市長  中 川  幹 太
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下 水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 説 明 書
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令 和 5年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

入収

款 ・ 項 日 節 予定額 (千 円) 説 明

下水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

下水道使用料

他会計負担金

国 庫 補 助 金

その他営業収益

他会計補助金

長期前受金戻入

雑  収  益

固 定 資 産

売  却  益

下水道使用料

一般会計負担金

国 庫 補 助 金

料

金

益

数

付

収

手

貸

雑

一般会計補助金

長期前受金戻入

延  滞  金

その他雑収益

産
益

資

日

定
去

固
売

9,366,120

4,032,319

8,806,170

3,806,170

201,579

201,579

19,437

19,437

5,133

280

4,668

185

5,333,784

759,527

759,527

4,569,948

4,569,948

4,309

978

3,331

17

17

17

下水道使用料、農業集落排水使用料、浄化槽使用料

雨水処理負担金

社会資本整備総合交付金

排水設備指定工事店登録手数料、受益者負担金督促手数料

排水設備設置資金貸付金

下水道敷占用料

一般会計繰入金

補助金等を収益化した額

受益者負担金滞納延滞金

自動販売機設置使用料、原子力立地給付金 ほか

庁用車売却
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支 出

款 ・ 項 目 節 予定額 (千円) 説 明

下水道事業費用

営 業 費 用

管  渠  費

処 理 場 費

浄 化 槽 費

料  費

熱 水 費

刷 製 本 費

信 運 搬 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

料

当

金
額
酬

費

費
額
費

費

費

費

費

料

料

料
料

費

費

金

料

弾
八
　
　
嗣

『
坤
　
　
脚

料

紳

鞠

託

数

用
嘲

繕

料

担

険

給

手
賃
繰
報

法

法
引

旅

備

燃

光

通

委

手

使
及

修

材

負

保

料

料

料
料

費

費

金

料

費

借

託

数

用
賃

繕

料

担

険

課

び

給

手

賞
繰

法

法
引
旅

備

燃

光

印

通

委

手

使
及

修

材

負

保

公

料

当

金
額

費

費
額

費

費

坤入一̈『蝉　　開

9,106,725

8,050,131

348,992

11,136

7,375

1,532

47

3,324

302

5

237

282

56,485

12,366

176,615

9

12,107

63,911

1,834

311

614

1,296,552

17,339

9,793

2,367

5,583

467

192

36,116

952

309,768

88

1,915

790,622

1,035

2,684

115,258

143

356

1,866

8

7,217

34

2

正規職員3人分

正規職員3人分

正規職員3人分

現業会計年度任用職員分

正規職員3人分

正規職員3人分

普通旅費

油処理剤 ほか

庁用車用ガツリン ほか

マンホールポンプ電気料金 ほか

マンホールポンプ電信電話料 ほか

マンホールポンプ維持管理業務委託

庁用車法定′点検手数料 ほか

公共下水道用地借上料 ほか

汚水管渠、雨水幹線、排水樋門修繕

マンホール蓋 ほか

排水ポンプ車運用負担金 ほか

公共下水道賠償責任保険料 ほか

正規職員4人分

正規職員4人分

正規職員4人分

正規職員4人分

正規職員4人分

普通旅費

高分子凝集剤 ほか

非常用発電機用LSA重油 ほか

処理場電気料金 ほか

処理場パンフレン ト印刷

処理場電信電話料 ほか

処理場運転維持管理業務委託 ほか

事業場水質検査手数料

複写機使用料 ほか

爽雑物除去装置修繕 ほか

フロー トスイッチ

下水道技術研修負担金 ほか

建物総合損害共済分担金 ほか

庁用車自動車重量税

マンホール蓋

納付書送付用郵便料

イよか

イよか
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款 ・ 項 目 節 予定額 (千円) 説 明

普 及 指 導 費

業  務  費

総  係  費

手    当

賞 与 引 当 金
繰  入  額

報    酬

法 定 福 利 費

定 福 利
当 金繰 入

償

料

料

費

託

数

繕

委

手

修

費
額

費

費

費

費

料
料

費

金

料

金

『
螂
　
　
脚

料

倒

用
嘲

繕

助

険

付

法
引

旅

備

燃

通

使
及

修

補

保

貸

当

金
額

酬

費

費
額
費

費

費

費

料

料

料
料

金

当

　

　

利

引
入
　
　
福

与

　

　

定

手

賞
繰

報

法

法
引

報

旅

備

通

委

手

使
及

負

料

当

金
額

酬

費

費
額

費

費

弾
入
　
　
『

『
螂
　
　
開

給

手

賞
繰

報

法

法
引

旅

備

口叩
搬
　
　
　
　
借

消
礎
託
数
用蝉
担

6,603

16

562

15,274

636

318

4,581

1,004

52

118

159

94

96

323

60

3,142

23

4,668

127,507

195

98

1,377

315

16

3,969

116

91

772

117,714

124

2,687

33

110,691

44,741

23,925

6,142

4,130

14,886

1,197

303

715

合併浄化槽維持管理業務委託

口座振替手数料

浄化槽ろ床槽修繕 ほか

会計年度任用職員 (生活排水処理推進員)3人分

会計年度任用職員 (生活排水処理推進員)3人分

会計年度任用職員 (生活排水処理推進員)3人分

会計年度任用職員 (生活排水処理推進員)3人分

会計年度任用職員 (生活りに水処理推進員)3人分

費用弁償

事務用消耗品

庁用車用ガソリン

事業所宛郵便料 ほか

私有草借上料

庁用車法定点検修繕

排水設備工事費助成金、排水設備設置資金利子補給補助金

自動車損害賠償責任保険 ほか

排水設備設置資金預託金

会計年度任用職員 (事務補助)1人分

会計年度任用職員 (事務補助)1人分

会計年度任用職員 (事務補助)1人分

会計年度任用職員 (事務補助)1人分

会計年度任用職員 (事務補助)1人分

受益者負担金等前納報奨金

費用弁償

事務用消耗品

VPN回線使用料、使用料等関係郵便料

下水道使用料賦課徴収業務委託 ほか

口座振替手数料

受益者負担金システム機器借上

研修会負担金

イよか

正規職員 12人分

正規職員12人 分・会計年度任用職員 (事務補助)3人分

正規職員12人 分・会計年度任用職員 (事務補助)3人分

会計年度任用職員 (事務補助)3人分

正規職員12人 分・会計年度任用職員 (事務補助)3人分

正規職員12人 分 。会計年度任用職員 (事務補助)3人分

費用 弁償 、普 通旅 費

事務用消耗品、公営企業関連図書 ほか
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款 ・ 項 目 節 予定額 (千円) 説 明

営 業 外 費 用

予  備  費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

消  費  税
及び地方消費税

雑 支

　

　

備

出

　

　

費予

費

費

費

料

料

料
料

費

金

料

費

金
額

料

紳

蜘

託

数

用
嘲

繕

担

険

課

岬
入

燃

光

通

委

手

使
及

修

負

保

公

貸
繰

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

企 業 債 利 息

借 入 金 利 息

消  費  税
及び地方消費税

その他雑支出

予  備  書

695

49

24

10,138

95

303

746

687

196

83

1,686

6,128,593

6,126,498

2,100

15,305

15,305

1,051,594

971,494

967,464

4,030

80,000

80,000

100

100

5,000

5,000

5,000

庁用車用ガソリン

旧初田地区処理場電気料金・水道料金

事務用郵便料

下水道事業資産調査業務委託 ほか

庁用車車検手数料、印紙代

有料道路使用料 ほか

庁用車車検修繕

下水道協会負担金、研修会負担金

自動車損害賠償責任保険料 ほか

庁用車自動車重量税

一時借入金利子

受益者負担金、使用料過誤納還付金及び還付加算金
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款 ・ 項 目 節 予定額 (千円) 説 明

業
入

債

事
収

道
的

業

水
本

下
資

企

他会計補助金

国 庫 補 助 金

負 担 金 等

建 設 改 良 債

資本費平準化債

借  換  債

特 別 措 置 分

災 害 復 旧 債

他会計補助金

国 庫 補 助 金

災 害 復 旧費

受益者負担金

受益者分担金

工 事 負 担 金

下水道事業債

下水道事業債

下水道事業債

下水道事業債

災 害 復 旧 債

他会計補助金

業
金

事
助

道
補

水
庫

下
国

費
金

旧
助

復
補

害
庫

災
国

業
金

事道
担

水下
負

業
金

事道
担

水下
分

工 事 負 担 金

9,647,210

4,865,410

1,785,300

1,785,300

1,975,000

1,975,000

901,610

901,610

154,900

154,900

48,600

48,600

3,180,055

3,180,055

3,180,055

1,442,376

1,344,345

1,344,845

97,531

97,531

159,369

144,959

144,959

10,406

10,406

4,004

4,004

公共下水道債

一般会計繰入金

社会資本整備総合交付金、農業集落排水施設機能
強化国庫補助金 ほか

管渠切回し測量設計業務負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

入収
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支 出

款 ・ 項 目 節 予定額 (千円) 説 明

下 水 道
資 本 的

建 設 改 良 費

企業債償還金

そ の 他 資 本 的
支     出

業
出

事
支

定 資 産
入  費

固
購

管渠建設改良費

処理場建設改良費

建 設 総 係 費

災 害 復 旧費

企業債償還金

そ の 他 資 本 的
支     出

産
費

資
随
入

形有
購

委  託  料

工 事 請 負 費

補  償  金

料

当

費

費

費

料

料
料

費

金

利
　
　
口巾
　

　

借

負

帥　　消
託
用
哨
幹
担

給

手

法

旅

備

委

使
及

工

負

給    料

手    当

報    酬

法 定 福 利 費

旅    費

備 消 品 費

印刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

料

料
料

金

借

託

用
賃

担

び

委

使

及

負

工 事 請 負 費

機似及び装置

車 両 運 搬 具

工 具 ・ 器 具
及 び 備 品

企業債償還金

基金返還支出

12,016,374

3,581,250

2,016,266

105,232

1,645,377

265,657

1,242,321

7,173

3,987

2,228

237

18

146,349

20

1,081,804

5

173,238

62,427

45,714

2,753

22,554

135

1,843

326

39

32,128

5,130

189

149,425

149,425

3,358

8,358

284

2,513

561

8,378,938

8,378,938

8,378,938

52,828

52,328

52,328

公共下水道管路施設耐震化計画策定業務委託 ほか

汚水管渠工事、雨水管渠工事、接続桝設置工事 ほか

物件移転補償 (ガス管 、水道管 ほか )

正規職員2人分

正規職員2人分

正規職員2人分

普通旅費

設計積算用図書

下水道センター脱水機棟耐震補強工事実施設計業務委託 ほか

有料道路使用料

下水道センター受変電設備改築更新工事 ほか

諸会議出席負担金

正規職員 16人分

正規職員16人分、会計年度任用職員 (事務補助)2人分

会計年度任用職員 (事務補助)2人分

正規職員16人分、会計年度任用職員 (事務補助)2人分

費用弁償、普通旅費

事務用消耗品

内水ハザー ドマップ印昂J

工事実施通知用郵便料 ほか

公共下水道事業計画等変更業務委託 ほか

市町村積算システム使用料 ほか

研修会負担金

鵜の浜排水区雨水排水路災害復 旧工事

草刈 り機 (ス パイダーモア)購入

庁用車購入 ほか

温泉水メーター購入

企業債元金償還金

基金返還支出
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令和 5年度上越市下水道事業会計予定キャッシュ 。フロー計算書

(令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで)

税抜

(単位 :千円)

1業務活動によるキャンシユ・フロ~

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

引当金の増減額 (△ は減少)

長期前受金戻入額

支払利息

受取利息及び受取配当金

有形固定資産売去,損益 (△ は益)

未収金の増減額 (△ は増加 )

未払金の増減額 (△ は減少)

その他資産の増減額 (△ は増加 )

小計

利息の支払額

利息及び配当金の受取額

業務活動によるキャッシュ・フロー

149,399

6,128,593

15,305

△  1,166

△  4,569,948

971,494

0

△  17

2,153

80,000

△  52,828

2,722,985

△  971,494

0

2投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金等による収入

一般会計又は特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還に係る一般

会計からの繰入金による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額 (又は減少額)

資金期首残高

資金期末残高

1,751,491

△  3,272,562

17

1,399,695

0

△  1,872,850

5,346,310

△  8,378,938

3,180,055

147,427

26,068

90,902

116,970
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給 与 費 明 細 書

1総  括

※ ( )内 は短時間勤務職員及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い

会計年度任用職員 (外書)を示す。

区  分

職員数 給 与 費 法 定

福利費

(千円)

合 計

(千円)

特別職

(人 )

一般職

(人 )

報酬

(千円)

給料

(千円)

職員手当

(千円)

計

(千円)

本 年 度
(9)

37
12,888 142,816 98,782 254,486 52,428 306,914

前 年 度
(9)

41
12,458 161,558 106,265 280,281 58,930 339,211

,ヒ       車交
(0)

△ 4
430 △  18,742 △  7,483 △  25,795 △  6,502 △  32,297

職

員

手

当

の

内

訳

区  分
扶養手当

(千円)

地域手当

(千円)

時間外
勤務手当

(千円)

管理職
手当

(千円)

特殊勤務
手当

(千円)

管理職員
特別勤務手当

(千 円)

期末勤勉
手当

(千円)

本 年 度 5,850 0 28,626 1,296 0 174 58,546

前 年 度 5,736 0 30,811 1,296 0 174 63,600

,ヒ       車交 114 0 △  2,185 0 0 0 △ 5,054

区  分
通勤手当

(千円)

単身赴任
手当

(千円)

住居手当

(千円)

夜間勤務
手当

(千 円)

退職手普

(千円)

宿 日直
手当

(千円)

初任給
調整手当

(千円)

本 年 度 2,983 0 1,307 0 0 0 0

前 年 度 3,275 0 1,373 0 0 0 0

,ヒ       車交 △  292 0 △  66 0 0 0 0
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(1)会計年度任用職員以外の職員

※ ( )内 は短時間勤務職員 (外 書)を示す。

② 会計年度任用職員

職
員
手
当

の
内
訳

区  分

時間外
勤務手当

(千円)

特殊勤務
手当

(千円)

期末手当

(千円)

通勤手当

(千円)

退職手当

(千円)

本 年 度 0 0 2,710 0 0

前 年 度 0 0 2,574 0 0

,ヒ       車交 0 0 136 0 0

※ ( )内は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い会計年度任用職員 (外

書)を示す。

区  分

職員数 給 与 費 法 定

福利費

(千 円)

合 計

(千円)

特別職

(人 )

一般職

(人 )

報酬

(千円)

給料

(千円)

職員手当

(千円)

計

(千円)

本 年 度
(0)

37
0 142,816 96,072 238,888 49,469 288,357

前 年 度
(0)

41
0 161,558 103,691 265,249 56,259 321,508

,ヒ       車交
(0)

△ 4
0 △  18,742 △  7,619 △  26,361 △  6,790 △  33,151

職

員

手

当

の

内

訳

区  分
扶養手当

(千円)

地域手当

(千円)

時間外
勤務手当

(千円)

管理職
手当

(千円)

特殊勤務
手当

(千円)

管理職員
特別勤務手当

(千 円)

期末勤勉
手当

(千円)

本 年 度 5,850 0 28,626 1,296 0 174 55,836

前 年 度 5,736 0 30,811 1,296 0 174 61,026

,ヒ       車交 114 0 △  2,185 0 0 0 △  5,190

区  分
通勤手当

(千円)

単身赴任
手当

(千円)

住居手当

(千円)

夜間勤務
手 当

(千 円)

退職手当

(千円)

宿 日直
手当

(千 円)

初任給
調整手当

(千円)

本 年 度 2,983 0 1,307 0 0 0 0

前 年 度 3,275 0 1,373 0 0 0 0

,ヒ       較 △ 292 0 △  66 0 0 0 0

区  分

職員数 給 与 費 法 定

福利費

(千 円)

合 計

(千円)

特別職

(人 )

一般職

(人 )

報酬

(千円)

給料

(千円)

職員手当

(千 円)

計

(千円)

本 年 度
(9)

0
12,888 0 2,710 15,598 2,959 18,557

前 年 度
(9)

0
12,458 0 2,574 15,032 2,671 17,703

,ヒ       車交
(0)

0
430 0 136 566 288 854
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2 給料及び職員手当の増減額の明細

3 給料及び手当の状況

(1)職員 1人当たり

12)初任給

区分
増減額
(千円)

増減事由別内訳
(千円)

説  明 備  考

給

　

　

料

△ 18,742

給与改定に
伴 う増加分

264
(

142,816 -1
)142,552

×100=0.19

給料の改定状況 (前年度 )

{談層霞期 な埓盈4月 1日

昇給に伴 う
増加分

373 平均昇給率 1,04%

その他の減
少分

△ 19,379
職員構成の変動等による

減少分

職員数の異動状況

前年度1月 1日

時点職員数
前年度末まで

の増減
年度当初

職員数見込

本年度 40人 △3人 37人

前年度 38人 3人 41人

増 減 2人 △6人 △4人

職
員
手
当

△ 7,619

給与改定に
伴 う増加分

1 338
勤勉手当の改定に伴 う増
加分

年間の支給割合を0,1月 分引上げ

(再任用職員は0,05月 分引上げ)

その他の減
少分

△8,957
職員構成の変動等による

減少分

一般行政職区 分

324,777平均給料月額 (円 )

386,358平均給与月額 (円 )

43.8

令和5年 1月 1日

現 在
平 均 年 齢 (歳 )

325,497平均給料月額 (円 )

平均給与月額 (円 ) 387,904令和4年 1月 1日

現 在
平 均 年 齢 (歳 ) 44,1

区 分
一般行政職

(円 )

一般会計の制度

一般行政職
(円 )

高校卒 154,600 154,600

大学卒 185,200 185,200
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区  分

一般行政職

級
職員数

(人 )

構成比

(%)

令和5年 1月 1日

現 在

8級

7級

6級 2 5,0

5級 3 7.5

4級 18 45.0

3級 10 25,0

2級 3 7.5

1級 4 10.0

計 40 100,0

令和4年 1月 1日

現 在

8級

7級

6級 2 5.3

5級 3 7.9

4級 18 47.4

3級 10 26.3

2級 1 2.6

1級 4 10.5

計 38 100.0

13)級別職員数

(級別の標準的な職務内容)

5 1日

5級 4級 3級 2～ 1級区  分 8級 7～ 6級

一般行政職 部  長 課  長 副課長

係 長

主 任
主 任 主 事
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に)昇給

(5)期末手当・勤勉手当

区 分 合 計 一般行政職

本
年
度

職 員 数    (A)(人 ) 37 37

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)(人 ) 35 35

号給数別内訳

1号給 (人 )

2号給 (人 ) 3 3

3号給 (人 ) 2 2

4号給 (人 ) 30 30

5号給 (人 )

6号給 (人 )

7号給 (人 )

8号給以上 (人 )

比  率   (B)/(A) (%) 94.6 94,6

前
年
度

職 員 数   (A)(人 ) 41 41

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)(人 ) 39 89

号給数別内訳

1号給 (人 )

2号給 (人 ) 1 1

3号給 (人 ) 2 2

4号給 (人 ) 36 36

5号給 (人 )

6号給 (人 )

7号給 (人 )

8号給以上 (人 )

比  率  (B)/(A) (%) 95,1 95,1

区 分
支給期別支給率 支給率計

(月 分 )

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

備 考
6月 (月

ノ刀
ヽ

) 12月 (月 分)

本 年 度
2.200

(1.150)
2.200

(1.150)
4.40

(2.30)
有

前 年 度
2.150

(1.125)
2.150

(1.125)
4,30

(2.25)
有

一般会計の制度
2.200

(1.150)
2.200

(1.150)
4,40

(2.30)
有

※ ( )内 は再任用職員の支給率
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俗)その他の手当

区 分 一般会計の制度 との異同 差異の内容

扶養手当 同   じ

住居手当 同 じ

通勤手当 同   じ
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債務負担行為に関する調書

事  項 限度額

前年度末までの支払

義務発生 (見込)額

当該年度以降の支

払義務発生予定額
左の財源内訳

期  間 金  額 期  間 金 額

下水道使用料、
企業債、他会計
補助金、国庫補

助金

下水道センター機能高
度化事業

千 円

417,248

千 円

令和6年度

千 円

417,248

千 円

417,248

柿崎浄化センター運転
管理費

167,992 令和6年度から
令和7年度まで

167,992 167,992

中郷浄化センター運転
管理費

50,424 令和6年度から
令和7年度まで

50,424 50,424

名立浄化センター運転
管理費

47,006 令和6年度から
令和7年度まで

47,006 47,006

公共下水道雨水整備事
業 (春 日新田東υF水区
排水ポンプ)

199,936 令和6年度 199,936 199,936
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令 和 5年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

(令 和 6年 3月 31日 現 在 )

資 産 の 部

180,831,886

31,853

(単位 :千 円)

180,863,689

469,804

181,333,493

1固  定

(1)有 形

1土

2建

資  産

固 定 資 産

減 価 イ賞

3構   築

減 価 償

4機 械 及

減 価 償

5車  両  運

減 価 償

6工 具・ 器 具

減 価 償

額

額

額

額

額

地

物

計

物

計

置

計

具

計

品

計

辮

　

爛

蝉

爛

搬

爛

帥

爛

5,370,567

△ 709,069

185,102,383

△ 20,825,404

10,831,838

△ 4,213,595

38,595

△ 19,044

27,018

△ 10,523

5,239,070

4,661,498

164,276,979

6,618,243

19,551

16,495

(2)

(3)

2流

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

1地   上   権

2電 話 加 入 権

3ツ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

1基       金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

動  資  産

現 金 預 金

未   収   金

貸  倒  引 当 金

前 仏 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

1

29,752

2,100

0

0

354,435

△ 1,636

116,970

352,799

85

0
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負 債 の 部
1固
(1)企

1

2流
(1)企

1

1資
(1)

2乗J

(1)

(2)

定  負  債

業    債
建設改良費等 の財源 に
充 て る た め の企 業 債

企  業  債  合

固 定 負 イ責 合

動  負  債

業    債
建設改良費等 の財源 に
充 て る た め の 企 業 債

企  業  債  合

計

計

75,763,302

8,378,839

10,457

2,034

112,813,397

△  19,866,537

75,763,302

計 8,378,839

298,661

75,763,302

8,691,191

92,946,860

計合

金

金

金

払
当
与
脚
当

定

引

賞

法

未

引

１

２

の

９

計合

金

債

債

　

金

難

負

益

受

り
流

動

収

前

卿流延

預
そ
　
　
長

建
“
　
繰

住

金

金当

当

引

‐

費

12,491

1,200

0

(2)長期前受金収益化累計額

繰 廷 収 益 合 計

負 債 合 計

92,946,860

資 本 の 部

2,608,614

177,401,353

3,932,140

本   金

資   本    金

資 本 金 合 計

余   金

資 本 剰 余 金
1受 贈 財 産 評 価 額
2国  庫  補  助  金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
1当 年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

0

0

315

2,608,299

1, 323,526

323 5261

3,932,140

181, 333 498
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令 和 4年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

(令和4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで)

1営 業 収 益

(1)下 水 道 使 用 料

(2)他 会 計 負 担 金

(3)国 庫 補 助 金

(4)そ の 他 営 業 収 益

2営  業  費  用

3,217,274

190,685

19,306

5,324

(単位 :千円)

4,489,122

14,993

118,714

1,108,241

0

3,432,589

7,921,711

(3)浄  化  槽  費

(4)普 及 指 導 費

(5)業   務   費

(6)総   係   費

費

費場

渠

理

管

処

１
■
　
　
０
々

費

失

却

損

償

業営

価

ぐ

減

326,674

1,157,499

6,680

19,639

111,871

126,037

6,173,311

3営

4営

5特

6特

業 外 収 益

(1)受 取利息及び配当金

(2)他 会 計 補 助 金

(3)県  補  助  金

(4)長 期 前 受 金 戻 入

(5)雑   収   益

業 外 費 用

①
素

払
堺

及
e余

業
蜃

(2)雑   支   出

(経 常 損 失 )

男町  禾町  益

(1)そ の 他 特 別 利 益

別  損  失

(1)固 定 資 産 売 却 損

(2)そ の 他 特 別 損 失

(当 年 度 純 利 益 )

(前年度繰越利益剰余金)

(そ の他未処分利益剰余金変動額)

(当 年度未 処分利 益剰 余金 )

6

1,015,212

552

4,533,927

3,994 5,553,691

1,079,562

1,074,917

4,645

133,713 138,713

６

　

０ 6
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令 和 4年 度 上 越 市 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

(令 和 5年 3月 31日 現 在 )

資 産 の 部

1固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

1土

2建

183,701,072

33,953

(単位 :千 円)

183,735,025

445,372

減 価 償

3構   築

減 価 償

4機 械 及

減 価 イ賞

5車  両  運

減 価 償

6工 具・ 器 具

減 価 償

7建  設  仮

額

額

額

額

額

地

物

計

物

計

置

計

具

計

品

計

定

爛

　

爛

叫

靭

搬

爛

効

辮

勘

5,370,567

△ 531,730

183,011,691

△ 15,626,616

9,652,762

△ 8,455,958

86,311

△ 13,061

26,508

△ 8,472

5,239,070

4,838,837

167,385,075

6,196,804

23,250

18,036

0

有 形 固 定 資 産 合 計

(2)無 形 固 定 資 産

1地   上   権

2電 話 加 入 権

3ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

(3)投 資 そ の 他 の 資 産

1基       金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

2流 動 資 産

(1)現 金 預 金

(2)未   収   金

(3)貸 倒 引 当 金

(4)前  払  費  用

(5)そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

1

29,752

4,200

0

0

356,588

△ 2,153

90,902

354,435

35

0

184,180,397
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1固
(1)企

1

)未
(3)号 |

3繰  延

(1)長 期

定  負  債

業   イ責
建設改良費等の財源に
充 て るた め の企 業債

企  業  債  合

固 定 負 イ責 合

動  負  債

払    金

当   金

与  引  当 金

福 利 費 引 当 金

金

負

負 債 の 部

資 本 の 部

計

計

78,795,829

78 795,829

8,378,940

8,378,940

218,661

10,993

2,147

13,140

1,200

0

108,238,647

△ 15 296 589     92,937,058

78,795,829

8,611,941

92,937,058

180,344,828

3,835,569

3,835,569

184,180,397

企

１

流

Ｑ

計
敵
転企

建
充

定

引

賞

法

計

　

　

計

合

　

　

合

金

債

債
動 負他

流
の

預

そ

つ

の

2

当

り

流

動

収

前

益

受  金

(2)長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

1資   本   金

(1)資   本   金

資 本 金 合 計
2剰   余   金

(1)資 本 剰 余 金
1受 贈 財 産 評 価 額

1当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

0

0

計

金

合的］尋
庫

本

剰

資

益

国２
　

利の

315

2,608,299

1 226 955

2,608,614

1,226,955
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注  記  表

I.重要な会計方針

改定後の地方公営企業会計基準を適用 して、財務諸表等を作成 している。

1 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

。減価償却の方法  定額法による。

・主な耐用年数

建物          18～ 50年

構築物         10～ 50年

機械及び装置       6～ 50年
工具・器具及び備品    4～ 20年

車両運搬具         4～ 6年

(2)無形固定資産

・減価償却の方法  定額法による。

。主な耐用年数

ソフ トウェア          5年

2 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

職員の退職手当は一般会計が負担する。そのため、退職給付引当金は計上 していない。

(2)賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上 している。

(3)法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上 している。

(4)貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権 とし、過去 3か年の貸倒実績率の

平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討 し、回収不能見込額を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によつている。

Ⅱ.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

該当なし
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Ⅲ。予定貸借対照表等関連

1 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上 されている企業債 (当 該年度末 日の翌 日か ら起算 して 1年以内

に償 還 予 定 の もの を含 む。 )の うち、他 会 計 が負 担 す る と見 込 まれ る額 は

12, 965, 722千 円である。

2 引当金の取崩 し

(1)賞与引当金の取崩 し

令和 5年度において、前年度に発生した期末手当及び勤勉手当として、 10, 993
千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金 10, 998千 円を取 り崩す予定で

ある。

(2)法定福利費引当金の取崩 し

令和 5年度において、前年度に発生 した期末手当及び勤勉手当に対する法定福利費 と

して、 2, 147千 円を支給することが見込まれるため、法定福利費引当金 2, 147
千円を取 り崩す予定である。

Ⅳ.セ グメン ト情報の開示

1 報告セグメン トの概要

下水道事業では、公共下水道事業、農業集落排水事業及び浄化槽事業を運営 してお り、

各事業で運営方針を決定していることから、公共下水道事業、農業集落〕F水事業及び浄化

槽事業の 3つ を報告セグメン トとしている。

なお、各報告セグメン トに属する事業の内容は、以下のとお りである。

2 報告セグメン トごとの営業収益等

当年度 (令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで)

公共下水道事業 公共下水道計画区域において汚水及び雨水を処理する業務

農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において汚水を処理する業務

浄化槽事業 上記以外において合併処理浄化槽を使用し、汚水を処理する業務

営業収益

営業費用

3,124,334

5,961,453

555,841

1,921,572

6,128

11,541

3,686,303

7,894,566

営業損益

経常損益

△ 2,837,119

149,379

△ 1,365,731

0

△ 5,413

3

△ 4,208,263

149,382

セグメン ト資産

セグメン ト負債

146,591,458

144,450,190

34,666,788

32,865,095

75,247

86,068

181,333,498

177,401,353
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その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別不可益

特別損失

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

2,928,694

4,814,968

0

834,454

17

0

△ 1,922,114

1,207,547

1,308,643

0

135,974

0

0

△ 944,240

4,920

4,982

0

1,066

0

0

△ 4,982

4,141,161

6,128,593

0

971,494

17

0

△ 2,871,336
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